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 安曇野市監査委員 各位 

 

 

安曇野市長 太田 寛   

 

 

   令和５年度安曇野市一般会計・特別会計歳入歳出決算及び基金の運用状況 

審査意見書への対応について（報告） 

 

 

 令和６年８月６日付で提出のあった標記の件について、別添のとおり対応がまとま

りましたので報告します。 
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令和５年度決算審査意見書等への対応 
  

令和５年度 安曇野市一般会計・特別会計歳入歳出決算及び基金の運用状況審査意見書 

項目 指摘・要望事項等 
対応等(※要望等に対する将来の

見通し、そのための対応策) 
所管課 

Ｐ５ 

１ 税・料金

等の収入未済

額の縮減につ

いて 

収納率について、地方税滞納整理機

構と連携し、収入未済額の縮減に向け

た徴収事務を続けていただきたい。 

不納欠損は経済状況や社会情勢等の

要因により変化・変動しますが、少ない

方が理想的ではありますので、適正・公

平な課税徴収の観点から、不納欠損処

分については慎重かつ厳正な取扱いに

努めてください。 

 

滞納整理に当たっては、収入未

済額の縮減に向けて一層の収入確

保に努めてまいります。 

また、長野県地方税滞納整理機

構への移管により徴収困難案件に

ついても効果的、効率的な徴収体

制を強化します。不納欠損処分に

ついては、徹底した財産調査や折

衝により滞納者の資力や担税力を

的確に見極めたうえで、法令等に

基づき慎重かつ厳正に取扱ってま

いります。 

収納課 

Ｐ５ 

２ 自動車運

転免許証等の

確認について 

 

職員課への聞き取りでは、令和５年

度定期監査の意見により、令和６年５

月に職員の自動車運転免許等（運転免

許、車検、保険加入）の確認を実施

し、運転免許等に係る重大な不備はあ

りませんでした。当該確認は、有効期

間の経過による無免許運転等を防止す

る観点から、毎年度一定時点において

実施するよう要望します。 

運転免許証等の確認は、今後も毎

年度実施してまいります。 

職員課 

Ｐ５ 

３ 随意契約

の理由等につ

いて 

 

決算審査調書の「随意契約の理由等」

の記載内容に曖昧で曲解される表現が

見受けられます。 

随意契約はあくまで例外的な契約方

法であることを念頭に入れ、情報公開

に耐えうる誰でも理解し納得できる端

的かつ明確な理由の記載とチェック機

能の強化を要望します。 

 

随意契約の理由については、担

当者において、理由をわかりやす

く簡潔に記載するとともに、担当

係長・課長はガイドラインと照ら

し合わせて、その理由に対し責任

をもって決裁するよう引き続き周

知徹底に努めてまいります。 

契約検査課 

Ｐ５ 

４ 内部統制

について 

 

地方自治法第 150 条第２項に基づ

く、事務の適正な管理及び執行に向け

た体制整備である、いわゆる「内部統

制」を令和６年度から運用開始してい

ます。 

リスクの識別にあたっては、支払い

遅延や犬の登録漏れ等の過去の不適切

事案及び出先での現金回収等、不正リ

スクが推定※1 される事項等を勘案のう

え、網羅的・具体的に示すことが肝要で

す。またリスク対応策については、委員

会による検証が可能な水準に至るま

で、手法や実施者を具体的に示す必要

があります。なお、漠然としたリスク識

別や曖昧な対応策は業務量を増やすこ

とに繋がりますので、効率的な事務処

理の妨げにならないよう留意すること

内部統制の実施に当たっては、

事務を増加させるだけの取組を安

易に実施しないことを周知し、リ

スクを最小限のものとするための

具体的な「リスク予防・対応策」

を策定するよう各部局に依頼をし

ました。 

今後、監査委員各位よりいただ

いたご指摘に沿って見直しを行っ

ていくとともに、部局モニタリン

グの実施や年度末評価等を実施し

ていく中で、現行の手法にとらわ

れず、常に課題等を見つけ修正を

行っていくことで、環境の変化等

に対応できる制度設計となるよう

努めていきたいと考えておりま

す。 

総務課 
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も重要です。 

当制度の運用にあたっては、環境の

変化等へ柔軟に対応できるよう、随時

に見直しできる体制を構築していくこ

とが好ましいと考えます。 

Ｐ６ 

５ 南部総合

公園 スケート

ボードひろば 

について 

 

当施設は既存の施設にバンク（障害

物）を新設し、令和６年４月にリニュー

アルオープンしています。 

安全面については、場内の表示物に

「（運営者は）事故等について一切の責

任を負わない」等、自己責任による施設

利用である旨を表記して利用者の注意

を喚起しています。 

当施設の規模で同時滑走すると 3 名

程度が限界であるとの指摘、また接触

事故が多発しているとの「市民の声」が

寄せらせています。 

事業者である市としては、賠償責任

の如何を問わず、利用者のモラルや自

己責任で賄えない部分について研究

し、安全対策に万全を期すことを要望

します。 

施設の運用及び安全面について

は、原則として自己責任による利

用としています。 

リニューアルオープン当初に、

市民１人の方から安全対策に関す

る意見のメールがありましたが、

現在は、複数人が滑走する場合で

も、利用者同士がマナーやモラル

を守り譲り合いながら利用してい

るため、施設自体や利用方法に関

する苦情等の報告は受けておりま

せん。 

 利用者のモラルが安全面に大き

く影響するスポーツであり、引き

続き看板による注意喚起ととも

に、利用者や関係者等からの意見

を聞きながら安全対策に努めてい

きます。 

今後、利用者のモラルが悪化し

危険な状況が懸念される場合は、

狭さやルール等を要因とする問題

を回避するために、利用人数や時

間制限等により安全対策を強化す

ることも検討します。 

スポーツ推

進課 

 








